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平成２２年度　一般会計・特別会計の決算状況
歳入決算額Ａ 歳出決算額Ｂ 形式収支Ｃ=Ａ-Ｂ 翌年度繰越財源Ｄ 実質収支Ｅ=Ｃ-Ｄ

一般会計 ３４３億７,２０１万円 ３３３億５,３７６万円 １０億１,８２５万円 ６億５,１２２万円 ３億６,７０３万円
住宅資金特別会計 １,０３４万円 １,０３４万円 ０万円 ０万円
歯科診療所特別会計 ３,０９７万円 ３,０７２万円 ２６万円 ２６万円
国民健康保険特別会計 ４４億１,５０８万円 ４４億１,０９４万円 ４１４万円 ４１４万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） １億２,２５５万円 １億１,２５９万円 ９９６万円 ９９６万円
老人保健特別会計 ７０万円 ６７万円 ３万円 ３万円
後期高齢者医療特別会計 ５億８,９７５万円 ５億８,５４０万円 ４３５万円 ４３５万円
介護保険特別会計 ５３億３,８３６万円 ５３億２,６１３万円 １,２２３万円 １,２２３万円
介護保険サービス事業特別会計 ４,２８４万円 ４,２８４万円 ０万円 ０万円
公共下水道事業特別会計 １１億１,２６８万円 １１億１,１８１万円 ８７万円 ８７万円
農業集落排水事業特別会計 ４億８,２０８万円 ４億８,０９７万円 １１１万円 １１１万円
浄化槽整備事業特別会計 ２億３４４万円 ２億２８１万円 ６３万円 ６３万円
簡易水道事業特別会計 ４億４,７０４万円 ４億４,０３７万円 ６６６万円 ６６６万円
工業団地造成事業特別会計 ４３４万円 ４３４万円 ０万円 ０万円
宅地造成事業特別会計 １６２万円 １６２万円 ０万円 ０万円

収益 費用 特別利益（▲損失） 当年度純利益
水　　道 ６億８,３３０万円 ５億９,９３６万円 ▲３７万円 ８,３５７万円
病　　院 １２億１,５６７万円 １１億６,７１１万円 ０万円 ４,８５６万円

健全な財政運営で事業を実施
災害復旧に対応

財政課財政係　☎０８２４−７３−１１２９

　市は毎年、「庄原市財政状況の公表に関する条例」にもとづき、予算の執行状況や決算、財政の健全度を示す基
準について公表しています。今回は、平成２２年度の決算や健全化判断比率などについてお知らせします。（金額は万
円未満を四捨五入していますので、内訳の合計は必ずしも一致しません）
　また、決算のポイントや主要な事業をわかりやすくまとめた冊子「わかりやすい決算説明書（平成２２年度版）」を年内
に発行し、各戸配布する予定としていますので、そちらもご覧ください。

平成２２年度　公営企業会計の決算状況

豪雨災害の復旧事業などが影響し実質収支が
減るも、いずれの会計も黒字をキープ

　一般会計では、預金（財政調整基金※１）の取り崩しを３,４００万円に抑えながら、計画した事業を着実に実施しまし
たが、７月に発生した豪雨災害の復旧事業などを含む翌年度（平成２３年度）への繰越事業費※２が３３億４,８４５万
円となり、その繰越事業を執行するために翌年度に持ち越す一般財源が６億５,１２２万円と多額なことから、実質収支
は前年度（５億６,７９８万円）に比べて大幅減となりました。
　水道事業では、経済不況による企業の節水や循環水利用の拡大、節水機器の普及により、収益の増加が困難とな
る中、前年度の純利益（１億２,４２４万円）には及ばないものの、黒字決算を維持しました。
　西城市民病院は、給与費や薬品費、医療材料費の抑制などにより、前年度（２,２８１万円）に引き続き黒字決算となり
ました。

一般会計の歳入・歳出内訳
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合計 343億7,201万円歳入
市税

譲与税・交付金

地方交付税

国庫支出金
県支出金
市債

財産収入など
繰入金

市民税（個人・法人）が前年度比5.3％減

自動車重量譲与税▲2,033万円、自動車取得税交付金▲2,324万円などが減

円高・デフレ対応の緊急総合経済対策による追加交付や、子育てや高齢者
の生活支援、地域の活性化などへの特別枠措置

子ども手当、7月16日発生の災害に対しての現年発生公共災害復旧費負
担金、地域活性化交付金15億1,347万円などが増

広島県情報通信格差是正事業補助金、介護基盤緊急整備等基金補助金、耕畜
連携支援モデル事業補助金などが皆増

庄原中学校建設や災害復旧事業、臨時財政対策債の大幅増

繰越金が前年度比▲4億9,745万円の減

主なものは財政調整基金の取り崩しで、21年度は2億円でしたが、22年
度は3,400万円でした

38億4,228万円
（▲7,579万円）

11億5,961万円
（▲2,077万円）

162億873万円
（＋11億5,850万円）

41億567万円
（＋3億9,923万円）

28億5,391万円
（＋7億4,835万円）

42億1,632万円
（＋8億2,046万円）

19億4,885万円
（▲6億466万円）

3,665万円
（▲5億837万円）

合計 333億5,376万円 歳出

人件費

物件費

扶助費

補助費等

普通建設事業費

災害復旧事業費

公債費

繰出金
貸付金・維持補修費など

前年度とほぼ同額です

道路台帳統合及び電子化業務委託が新規、除雪の委託料が増

子ども手当（5億856万円）の支給が開始

定額給付金6億7,328万円は21年度限りのため減

庄原中学校整備事業、携帯電話基地局整備事業、テレビ難視聴解消、高野中学校整
備事業、私立保育所施設整備補助金（小奴可保育所移転新築補助）などにより増

7月16日発生の豪雨災害にかかる経費などにより増

公債費負担適正化計画の着実な実施により償還元金が年々減少しています

前年度とほぼ同額です

49億4,602万円
（＋1,090万円）

37億8,530万円
（＋1億5,220万円）

29億6,058万円
（＋5億858万円）

38億4,827万円
（▲6億2,173万円）

67億7,196万円
（＋11億5,250万円）

10億3,576万円
（＋8億8,131万円）

62億8,492万円
（▲4億3,870万円）

29億7,146万円
（▲375万円）

前年度は学校施設整備基金へ1億1,175万円の積立、さとやまペレット
会社へ出資金2,000万円がありました。ふるさと融資7,600万円、医療
従事者育成奨学金2,672万円などが増

7億4,950万円
（▲2,926万円）

（　）：前年度比
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市債残高は着実に減少！健全化判断比率、資金不足比率ともに基準内
　平成２２年度の一般会計の市債発行額は、庄原中学校施設整備事業本体工事への着手、前年度からの繰越
事業などにより、借入額は前年度比８億２,０４６万円増の４２億１,６３２万円となりました。返済額（元利償還額）は
５７億６,９０１万円となり、市債残高は４７２億９,８８９万円となっています。

　市債残高は年々着実に減少しています。今後も公債費負担適正化計画に基づく計画的な事業執行により、市債発
行額の抑制に努力します。（グラフはＨ２２年度までは実績、Ｈ２３年度以降は推計値です）

　実質赤字比率、連結実質赤字比率は発生していません。実質公債費比率は２１.３％、将来負担比率１７５.８％と依
然高い比率ではありますが、年々減少しています。また、どの比率も国の定める基準を下回っています。※３

　資金不足比率の算定対象となる会計は、水道事業会計、国民健康保険病院事業
会計、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、浄化槽整備事業
特別会計、簡易水道事業特別会計、宅地造成事業特別会計、工業団地造成事業
特別会計であり、いずれの会計でも資金不足は発生していません。※３

用語解説
※１ 財政調整基金
　基金とは、現金を積み立てた預金のことです。その中で
も財政調整基金は、突発的な災害や緊急を要する経費
に備えるために設けられた基金です。決算剰余金（実質
収支）が黒字になれば積立て、財源不足時には取り崩す
という、年度間の財源調整の役割も果たします。市では
毎年度の決算剰余金の１/２以上を積み立てており、平
成２２年度末残高は１５億３,４８１万円です。
※２ 繰越事業
　事業の性質または予算成立後の理由により、年度内に
事業が完了せず翌年度に繰り越すことになった事業で
す。その繰越事業に必要な一般財源は、当年度の形式
収支の中から必要な額を翌年度へ持ち越します。
※３ 健全化判断比率
　平成１９年度決算から自治体に算定が義務付けられ
た次の５つの指標です。国の定める基準を超えると、財政
再建のための計画を策定し、その計画に従って行政運営
を行わなければなりません。

①実質赤字比率
　福祉、教育、まちづくりなどを行う一般会計などの赤字
の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すも
のです。
②連結実質赤字比率
　すべての会計の赤字や黒字を合算し、赤字の程度を
指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すものです。
③実質公債費比率
　借入金（地方債）の返済額およびこれに準じる額の大
きさを指標化し、市の財政規模に対する借入金返済の
割合を示すものです。
④将来負担比率
　一般会計などの借入金（地方債）や将来支払っていく
可能性のある負担などの現時点での残高を指標化し、将
来財政を圧迫する可能性の度合いを示すものです。
⑤資金不足比率
　公営企業会計の資金不足を、それぞれの事業規模で
ある営業収益の額と比較して指標化し、経営状態の悪
化の度合いを示すものです。

平成２３年度上半期　予算の執行状況
　市は、予算の執行がどのような状況になっているのかを市民の皆さんに知っていただくために、毎年財政状況
を公表しています。今回は平成２３年度予算、９月３０日現在の執行状況をお知らせします。（金額は万円未満を
四捨五入していますので、内訳の合計は必ずしも一致しません。）

平成２２年度 平成２１年度 増　減

一般会計 ４７２億９,８８９万円 ４８８億５,１５８万円 ▲１５億５,２６９万円

特別会計 １３５億２,９４９万円 １３７億８,９０４万円 ▲２億５,９５５万円

企業会計 ４５億８,３１１万円 ４６億３,９２１万円 ▲５,６１０万円

現 在 高 ６５４億１,１４９万円 ６７２億７,９８３万円 ▲１８億６,８３４万円

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

平成２２年度決
算に基づく比率 − − ２１．３ １７５．８

国の定める基準 １２．４３ １７．４３ ２５．０ ３５０．０

注：実質赤字額、連結赤字額が無い場合は、比率を「−」で表示しています。
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市債残高の推移（全会計）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
年度

（億円）

654 億 1,149 万円

（％）

工事が進む庄原中学校

電子黒板による授業（高野中）
すべての小中学校へ導入

区　　分 予算現額 収入済額 収入率 支払済額 支払率

　　　一般会計 329 億 9,628 万円 162 億 9,748 万円 49.4% 123 億 9,264 万円 37.6%

　　　特別会計 135 億 3,588 万円 43 億 3,501 万円 32.0% 51 億 6,643 万円 38.2%

国民健康保険 46 億 7,934 万円 15 億 7,706 万円 33.7% 19 億 1,573 万円 40.9%

後期高齢者医療 5 億 9,546 万円 1 億 9,168 万円 32.2% 2 億 6,075 万円 43.8%

介護保険 56 億 4,703 万円 21 億 7,881 万円 38.6% 22 億 6,977 万円 40.2%

公共下水道事業 11 億 7,590 万円 1 億 6,109 万円 13.7% 2 億 9,759 万円 25.3%

農業集落排水事業 5 億 147 万円 3,736 万円 7.5% 1 億 5,458 万円 30.8%

その他特別会計 9 億 3,909 万円 1 億 8,901 万円 20.1% 2 億 6,878 万円 28.6%

区　　分 収　　　入 支　　　出

予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 支出率

水道事業
収益的 6 億 8,886 万円 3 億 1,123 万円 45.2% 6 億 6,352 万円 2 億 9,097 万円 43.9%

資本的 3 億 828 万円 340 万円 1.1% 5 億 419 万円 8,607 万円 17.1%

病院事業
収益的 12 億 1,968 万円 6 億 6,359 万円 54.4% 12 億 1,968 万円 5 億 2,549 万円 43.1%

資本的 1 億 156 万円 3,131 万円 30.8% 1 億 5,524 万円 3,408 万円 22.0%

区　　分 予算額 収入済額 収入率

地方税 38 億 1,802 万円 22 億 3,658 万円 58.6%

国民健康保険税 7 億 9,707 万円 2 億 5,112 万円 31.5%

一般会計 444 億 2,031 万円

特別会計 131 億 9,728 万円

企業会計 44 億 8,459 万円

合　　計 621 億 218 万円

◆市債残高◆税の収入状況　（一般会計、国民健康保険特別会計）

◆公営企業会計の収支状況

◆一般会計、特別会計の収支状況

市債残高


